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要旨：多方向から地震力を受ける RC 耐震壁の弾塑性挙動の把握を目的に，平板を用いた要

素試験，ボックス壁の斜め加力試験と水平２方向同時加力試験，３次元振動台による加振試

験を一連の試験として実施している。本報では，試験の全体計画と試験結果のうち平板要素

試験とボックス壁の斜め加力試験結果の概要を報告する。平板要素試験結果からは，ひびわ

れを有する平板の軸力･せん断力組合せ応力下でのせん断伝達構成則を提案し，ボックス壁斜

め加力試験結果からは，斜め入力時のボックス型耐震壁の復元力特性の評価法を提案した。 
キーワード：RC耐震壁，多方向加力，せん断伝達構成則，復元力特性 

 

1. はじめに 
 多方向加力を受ける RC 耐震壁の弾塑性挙動

の把握を目的に，平板要素試験，ボックス壁の

斜め加力試験と水平２方向同時加力試験，３次

元振動台による加振試験を一連の試験として実

施してきた。このうち，平板要素試験とボック

ス壁の斜め加力試験結果の概要を報告する。 
 
2. 試験の全体計画 
2.1 試験の目的 
RC耐震壁については，各種の研究･試験によ

り，終局状態までの復元力特性の把握等，弾塑

性挙動はかなり明らかにされている。しかし，

これらの研究･試験は主に水平１方向の入力を

対象としたものであり，実際の地震入力の様に

多方向からの同時入力を対象とした耐震壁の研

究･試験の例は少ない。一方，近年の地震被害に

関する知見や地震観測結果から地震動の 3次元
効果や上下動に対する動的な耐震設計の必要性

が議論されつつあり，これらを踏まえ，多方向

から地震力を受ける RC 耐震壁の弾塑性挙動の

把握を目的に一連の試験を計画した。 
 

2.2 試験計画 

試験は，以下の３シリーズからなる。 

(1) 平板要素試験 
引張り応力及び圧縮応力下でのせん断力に対

する RC 平板の基本特性を把握するため，要素

試験を実施した。平板は一辺 120cm，厚さ 20cm

の RC正方形板で，引張り･圧縮の軸力を載荷さ

せた状態で正負交番せん断力を作用させた。試

験パラメータは平板の複合応力状態及び鉄筋比

とし，合計 12体の静的加力試験を実施した。 
(2) 多方向試験 
多方向入力下での RC 立体耐震壁の復元力特

性を把握するため，水平２方向のベクトル方向

を想定した斜め加力試験，上下方向加力及び水

平２方向加力の影響と荷重載荷履歴の検討を目

的とした多方向試験を実施した。試験体は，壁

厚 7.5cm，高さ 70cm～130cmのボックス型及び

円筒型の RC耐震壁であり，壁形状，荷重種別，

載荷履歴を試験パラメータとし，合計 17体の静

的加力試験を実施した。 

(3) 振動台試験 

静的試験によって得られた多方向加力に対す

 *1 (財)原子力発電技術機構 耐震技術センター (正会員) 
 *2 (財)原子力発電技術機構 耐震技術センター 工博 
 *3 東京都立大学大学院 建築学専攻教授 工博 (正会員) 
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図－１ 平板試験体概要 

る RC 耐震壁の耐力及び復元力特性を動的な多

入力下で確認するため，３次元振動台によるRC

立体耐震壁の加振試験を計画した。試験体は，

静的試験で用いた試験体と同じ試験体とし，慣

性力を与えるため，試験時には上部スラブに鉛

製重錘を設置した。試験パラメータは試験体形

状であり，合計 3体の試験を行う計画である。 

2.3 試験の全体概要 
 表－１に試験の全体概要を示す。試験は平成

6 年度から平成 15 年度の 10 年間にわたり計画

されている。現在，振動台による加振試験と試

験の総合的な評価を行っている。 

3. 平板要素試験 

3.1 概要 
耐震壁は地震時の多方向からの入力により，

軸力とせん断力を繰返し受ける。ここではこの

ような複合応力下での RC 平板の基本的弾塑性

挙動を把握することを目的に，一定の引張りま

たは圧縮軸力下での正負交番面内せん断力載荷

試験を実施した。次に試験結果からひびわれ面

におけるせん断伝達構成則を考案し，既往の構

成則との比較検討を行うとともに非線形 FEM
解析による構成則の適用性を確認した。 
3.2 試験及び試験結果 
(1) 試験体 

平板試験体は一辺 120cm，厚さ 20cm の RC

正方形板である。主筋は SD345のD13, D16, D22

を 150mm ピッチでダブル配筋とし，鉄筋比を

各々0.84%, 1.32%, 2.58%とした。コンクリート

の調合強度は 30MPaである。試験体は鉄筋比と

軸方向力を組合せた合計 12体である｡試験体の

形状を図－１に示す。なお，試験体に用いた鉄

筋及びコンクリートの材料試験結果は文献 1) 
による。 

 
(2) 加力方法 

加力はまず試験体に引張り軸力により初期水

平ひびわれを発生させた後，一端除荷し，圧縮

または引張り軸力を一定に保ちながら正負交番

せん断力を荷重制御及び増分せん断変形角によ

る変形制御で与えた。1) 

(3) 試験結果 
図－２にD16試験体のせん断応力－せん断ひ

ずみ関係を示す。図中には， (1)式及び(2)式に

よる鉄筋強度から求まる鉄筋降伏時せん断応力

と最大せん断応力の計算値も併記した。 

( ){ } 5.0
0σσστ −⋅⋅⋅= ysPwysPwycal   (1) 

( ){ } 5.0
0σσστ −⋅⋅⋅= tsPwtsPwucal   (2) 

ここに，Pw ，sσy，sσt，σo は，鉄筋比，材料試験

より得られた鉄筋の降伏強度，引張り強度及び軸応力 

表－１ 試験の全体概要 
試験項目 目　的 試験概要

　要素試験
 （H7～H10）

複合応力下での
RC板のせん断力
に対する基本性
状の把握

　斜め加力
　試験
 （H7～H10）

水平２方向加力時
における耐震壁の
耐力、スケルトン
カーブの把握

　多方向
　同時加力
　試験
 （H7～H14）

多方向加力時に
おける履歴特性
の把握

動
的
試
験

　振動台試験
 （H12～H15）

静的試験より得
られた結果の動
的多方向入力に
おける確認

静

的

試

験

(3体)

(８体)

(９体)

(12体)

約
1
2
0
c
m

約
2
0
c
m

約150cm

約
9
0
～
1
5
0
c
m

約150cm

約
9
0
～
1
5
0
c
m

約150cm

約
1
0
0
c
m
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鉄筋の降伏については計算値と試験結果は概

ね対応しているが，最大せん断応力は計算値よ

り試験値が低い。これは，(2)式では最大せん断

応力を鉄筋の引張り強度で評価しているのに対

し，試験ではそれ以前にコンクリートの破壊で

最大値が決まったためである。 

3.3 せん断伝達構成則の構築 
(1) ひびわれ面のせん断伝達構成則 

図－３に，D16 試験体のτ－γ包絡線のせん

断ひび割れ発生前のほぼ線形と考えられる範囲

の接線剛性Giをせん断弾性剛性G０で基準化し

た Gi/G０と軸ひずみεi，せん断ひずみγi の関

係を示す。これから，Gi/G０はεi とγi の両方

に依存する量ととらえられるため，これらの関

係を図－４のように３次元空間上で表した。次

に Gi/G０－γi－εi は空間上である曲面を形成

していると考え，この関係を表すひびわれ面の

Giを式(3)で表した。 
                (3) 

 

(3)式を元に試験結果の重回帰分析を行い，ひ

びわれ面でのせん断伝達構成則として(4)式を

得た。2),3)  
                (4) 

 

ただし，γcr (×10－6),εcr (×10－6), 
 Gcr/G０≦1，εcr＜0の場合εcr＝0 

(4)式を模式図的に図－５に示す。 

220/
ii

i
B

AGG
εγ ⋅+

=

22
0

06.0

85

crcr

cr
GG

εγ ⋅+

⋅=

図－５ 構成則の模式図 

Gcr /G0 
Gcr / G0= 85 

γcr
2 + 0.06･εcr

2 

εcr γcr 

図－４ Gi/G０－γi－εi 分布図 
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図－３ せん断剛性低減係数(Gi/G０)の傾向 (D16 試験体) 
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図－２ せん断応力－せん断ひずみ関係（D16 試験体） 

    

試験体名の例 
D16+3.0 
引張り軸応力度
+3.0Mpa の試験体
(-は圧縮) 

試験体名の例
は右図参照 

(1)D16試験体,一定軸力1.5MPa(引張り)   (2)D16試験体,軸力0    (3)D16試験体,一定軸力1.5MPa(圧縮)
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第１段階加力(Y 方向)                 第２段階加力(X 方向) 

図－６ 非線形 FEM 解析結果と試験結果の比較（ボックス壁 2段階加力試験） 

変形角   R(×10‐3 rad) 変形角   R(×10‐3 rad) 

荷
重
 
 
P(
×
10
3  
ｋ
N)
 

荷
重
 
 
P(
×
10
3 
ｋ
N)
 

解析結果(提案式) 
解析結果(β=0.8) 
解析結果(β=0.125) 
試験結果 
せん断ひび割れ 
発生点 

(2) せん断伝達構成則の適用性の検討 

本提案式が試験結果を概ね表現できているこ

とを確認した後，本構成則を組込んだ非線形

FEM 解析により，既往の試験結果との適合性

を検討した。対象とした試験は，ボックス型耐

震壁に対し，第一段階で Y方向に加力し全面ひ

び割れを発生させた後，第二段階で直交する X

方向に最大耐力まで加力したものである。試験

結果と解析結果の比較を図－６に示す。2),3)  図

には、せん断剛性低減率βを 0.125，0.8と一定

とした解析結果も併せて示す。非線形 FEM 解

析結果から，せん断剛性低下率を一定とした既

往の手法に比べ本構成則を用いた手法が試験結

果との適合が良いことがわかった。 

 

4．ボックス壁の斜め加力試験 

4.1 斜め加力試験の概要 
水平２方向加力の影響に係わる基本的弾塑性

挙動の把握を目的に，水平２方向のベクトル方

向を想定したボックス壁の斜め加力試験を実施

した。試験パラメータは加力方向（載荷角度）

とシアスパン比で，合計８体の試験を実施した。 

4.2 試験及び試験結果 
(1) 試験体 

試験体は壁芯間距離 150cm，壁厚 7.5cmのボ

ックス型耐震壁で上下に基礎及び加力用スラブ

をもつ形状である。壁内法高さは 70cm，100cm，

130cmとし，シアスパン比M/Qdを各々0.6，0.8，

1.0とした｡また，壁部は基礎スラブに対し載荷

角度の違いにより 0°, 26.6°, 45°の角度をも

って設置した。壁主筋は SD345相当の D6鉄筋

を縦横とも 70mmピッチでダブル配筋とし，鉄

筋比は 1.2%である｡壁部コンクリートは最大骨

材寸法 10mm，目標調合強度は 30MPaとした｡ 
なお，試験体に用いた鉄筋及びコンクリート

の材料試験結果は文献 4) による。 
図－７に M/Qd＝0.8, 載荷角度 45°の試験体

SD-08-45の試験体形状を示す。 

(2) 試験及び試験結果 
加力は 1.47MPaの一定軸力を作用させた状態

で加力スラブに取付けたアクチュエーターの押

引きにより主に変位制御で行った。4) 試験結果

のうち，各試験体のせん断力－せん断変形角の

包絡線の比較を図－８に示す。最大荷重に到達

するまでは，M/Qd が同じ試験体であれば包絡

線はほぼ一致し，載荷角度による差異はない。

最大荷重以降，せん断すべり破壊の兆候を示し

ながらも載荷角度が 45°に近い試験体ほど最

大荷重を保持し変形性能が向上する。これは

26.6°,45°の試験体ではウェブ壁のみではなく，

全壁でせん断力を負担するためと考えられる。 

図－７ 斜め加力耐震壁試験体形状

（SD－08－45） 
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4.3 復元力特性の検討 
(1) 最大せん断力－せん断変形角関係 
最大せん断耐力を載荷角度 0°の試験結果で

割って無次元化し，また，最大せん断耐力時の

変形角を２軸平面上に表したものを図－９に示

す｡ここでは，後述する復元力特性の評価法で求

めた計算値も併記する。無次元化した最大せん

断力(Qx’,Qy’)は全て円弧のやや外側にあり，

M/Qdにかかわらず，載荷角度 0°の最大せん断

力とほぼ同等であった。一方，最大せん断力時

の変形角(γx’,γy’)は全て円弧の外側に位置し，

載荷角度が大きくなるにしたがい，大きくなる。

M/Qd の違いによる傾向については，分布はば

らついており，読み取れない｡ 

(2) 斜め方向入力時の復元力特性の評価 

斜め方向入力時の耐震壁の復元力特性の評価

法は，現行の耐震設計との連続性を考慮し，文

献 5)の方法（以下，「JEAG モデル」という｡）

を基に,試験から得られた載荷角度による特性

を反映して考案した。JEAGモデルでは耐震壁の

せん断，曲げの復元力特性を３折れ線でモデル

化しているが，本評価法では斜め方向入力によ

る最大せん断耐力の点でのせん断変形の増加を

考慮するため,４折れ線でモデル化した。本評価

法によるτ－γ関係を表－２に示す｡ 

(3) 本評価法の適用性の検討 

試験より得られた荷重－変形関係と本評価法

による復元力特性の比較を,M/Qd=0.8，載荷角

度 45°の試験体を例に図－10に示す。試験結果

と本評価法による復元力は良く対応しており，

図－８ せん断力－せん断変形角の包絡線 

(a) M/Qd=0.6 試験体               (b) M/Qd=0.8 試験体               (c) M/Qd=1.0 試験体  

試験体名 
-00 載荷角度 0° 
-26 載荷角度 26.6° 
-45 載荷角度 45°    

試験体名 
-00 載荷角度 0° 
-26 載荷角度 26.6° 
-45 載荷角度 45°    

試験体名 
-00 載荷角度 0° 
-45 載荷角度 45°    

(a) 無次元化最大せん断力の比較         (b)最大せん断力時変形角の比較 

  図－９ 載荷角度と最大せん断力, 最大せん断力時変形角の関係 

本評価法によるτ3 

本評価法の概念 

せ
ん
断
力
 
(ｋ
N)

 

全体変形角 (×10-3 ) 
‐10.0 ‐5.0 0.0 15.0 5.0 10.0 

500 

-2000 

1000 

0 

1500 

2000 

-1000 

-1500 

-500 

試験結果 
本評価法 

図－10 試験結果と本評価法の比較 
(M/Qd=0.8,載荷角度 45°試験体) 
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本評価法により斜め方向入力時のボックス型耐

震壁の復元力特性を適切に評価できることが確

認された。6),7) 
 

5. まとめ 
多方向加力を受ける RC 耐震壁の弾塑性挙動

を検討するため一連の検討を実施した。 

(1) 平板を用いた要素試験から，ひびわれ面に

おけるせん断伝達構成則を考案し，その構成

則の適用性を確認した。 

(2) ボックス型耐震壁の斜め加力試験を実施し，

JEAGモデルを基に復元力特性について検討

し，４折れ線でモデル化したせん断復元力特

性を提案した。 
 

本試験は(財)原子力発電技術機構が経済産業

省の委託による耐震安全解析コード改良試験事

業の一環として，「原子炉建屋の多入力試験分科

会」の審議の下に実施している。 
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